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出題範囲の要旨 
財務会計論 

財務会計論の分野には、簿記、財務諸表論、その他企業等の外部利害関係者の経済的意思決定に

役立つ情報を提供することを目的とする会計の理論が含まれる。 

簿記は、企業等の簿記手続の理解に必要な基本原理、仕訳、勘定記入、帳簿組織、決算及び決算

諸表の作成について出題する。また、財務諸表論は、企業等の財務諸表の作成及び理解に必要な会

計理論、会計諸規則及び諸基準並びに会計処理手続について出題する。ここでいう会計諸規則及び

諸基準の範囲には、会社計算規則、財務諸表等規則等の他、基本的には企業会計審議会の意見書及

び企業会計基準委員会の企業会計基準を含めるが、これらの意見書及び基準の解釈上必要な場合に

は、企業会計基準委員会の適用指針及び実務対応報告、日本公認会計士協会の実務指針等も適宜出

題の範囲とする。また、現行の会計諸規則及び諸基準に関する知識のみでなく、それらの背景とな

る会計理論や代替的な考え方も出題の範囲とする。 

なお、公会計及び非営利会計の分野は、当分の間出題範囲に含めない。 

１．財務会計の意義と機能 

⑴ 財務会計の意義 

⑵ 財務会計の機能 

情報提供機能 利害調整機能 

２．財務会計の基礎概念 

⑴ 会計公準 

企業実体の公準 会計期間の公準 貨

幣的測定の公準 

⑵ 会計主体論 

資本主理論 企業実体理論 

⑶ 利益概念 

当期業績主義と包括主義 現金主義会

計と発生主義会計 財産法と損益法 

資産負債アプローチと収益費用アプロ

ーチ 純利益と包括利益 資本維持論 

資産評価と利益計算 

⑷ 概念フレームワーク 

財務報告の目的 会計情報の質的特性 

財務諸表の構成要素 財務諸表におけ

る認識と測定 

３．複式簿記の基本原理 

⑴ 取引と仕訳 

⑵ 勘定記入 

⑶ 帳簿組織 

⑷ 決算手続 

⑸ 本支店会計 

４．企業会計制度と会計基準 

⑴ 会社法会計 

⑵ 証券取引法会計 

⑶ 会計基準 

企業会計原則とその一般原則 企業会

計基準 会計基準の国際化 

５．資産会計総論 

⑴ 資産の意義 

定義 認識 

⑵ 資産の分類 

流動資産と固定資産 貨幣性資産と費

用性資産 金融資産と事業資産 

⑶ 資産の評価 

原価主義 時価主義 現在価値 

⑷ 費用配分の原理 

６．流動資産 

⑴ 現金預金 

⑵ 金銭債権 

⑶ 有価証券 

⑷ 棚卸資産 

棚卸資産の範囲 取得原価の決定 棚

卸計算法と継続記録法 払出原価の計

算方法 期末評価 

⑸ その他の流動資産 

７．固定資産 

⑴ 固定資産総論 

意義 分類 

⑵ 有形固定資産 

取得原価の決定 減価償却の方法 個

別償却と総合償却 減耗償却と取替法 

臨時償却と減損 圧縮記帳 

⑶ 無形固定資産 

取得原価の決定 償却 

⑷ 投資その他の資産 

投資有価証券 投資不動産 長期前払

費用 

８．負債 

⑴ 負債の意義 

定義 認識 偶発債務 

⑵ 負債の分類 

流動負債と固定負債 法的債務と会計

的負債 

⑶ 負債の評価 

９．繰延資産と引当金 

⑴ 繰延資産の意義 

⑵ 繰延資産各論 

創立費 開業費 開発費 株式交付費 

社債発行費等 

⑶ 引当金の意義 

⑷ 引当金各論 

製品保証引当金 退職給付引当金 売

上割戻引当金 返品調整引当金 修繕
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引当金 債務保証損失引当金 

10．純資産 

⑴ 純資産の意義 

⑵ 純資産の分類 

株主資本 評価・換算差額等 新株予約

権 

⑶ 株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自

己株式 剰余金の配当等 

⑷ 評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 繰延ヘッ

ジ損益 

⑸ 新株予約権 

11．収益と費用 

⑴ 収益と費用の意義 

⑵ 収益と費用の分類 

経常損益と特別損益 法人税等 

⑶ 損益計算の原則 

発生主義 実現主義 費用収益の対応 

⑷ 収益と費用の認識と測定 

売上収益の認識 委託販売 割賦販売 

試用販売 予約販売 長期請負工事 

時間基準 内部利益の控除 役員賞与 

12．財務諸表 

⑴ 財務諸表の体系 

⑵ 貸借対照表 

貸借対照表の種類 棚卸法と誘導法 

完全性 総額主義 区分表示 流動性

配列と固定性配列 勘定式と報告式 

⑶ 損益計算書 

総額表示 区分表示 勘定式と報告式 

⑷ 株主資本等変動計算書 

⑸ キャッシュ・フロー計算書 

キャッシュ・フロー計算書の目的 利益

とキャッシュ・フロー 資金概念 キャ

ッシュ・フロー計算書の区分 直接法と

間接法 

⑹ 附属明細表 

⑺ 注記 

会計方針 後発事象 偶発事象 時価

情報 継続企業情報 １株当たり情報 

⑻ 臨時計算書類 

13．金融商品 

⑴ 金融資産及び金融負債の意義 

⑵ 金融資産及び金融負債の発生の認識 

⑶ 金融資産及び金融負債の消滅の認識 

⑷ 金融資産及び金融負債の評価 

金銭債権 有価証券 金銭債務 

⑸ 複合金融商品 

区分法と一括法 新株予約権付社債 

⑹ デリバティブ 

先物 先渡 オプション スワップ 

⑺ ヘッジ会計 

公正価値ヘッジとキャッシュ・フロー・

ヘッジ 時価ヘッジ会計と繰延ヘッジ

会計 

⑻ 注記 

14．ストック・オプション等 

⑴ ストック・オプションの意義 

⑵ ストック・オプションの会計処理 

公正な評価単価 権利付与 権利確定 

権利行使 失効 条件変更 

⑶ 財務諸表における表示と注記 

15．リース 

⑴ リース取引の意義 

⑵ リース取引の分類 

ファイナンス・リース取引 オペレーテ

ィング・リース取引 

⑶ ファイナンス・リース取引の会計処理 

借手側の会計処理 貸手側の会計処理 

⑷ オペレーティング・リース取引の会計処

理 

借手側の会計処理 貸手側の会計処理 

⑸ 注記 

16．退職給付 

⑴ 退職給付の意義 

退職一時金 退職年金 

⑵ 退職給付会計の仕組み 

現金主義と発生主義 退職給付債務と

年金資産 勤務費用・利息費用・期待運

用収益 

⑶ 退職給付債務・費用の計算方法 

確定給付債務・累積給付債務・予測給付

債務 退職給付債務の期間配分 

⑷ 貸借対照表における表示 

退職給付引当金 前払年金費用 

⑸ 過去勤務債務と保険数理計算上の差異

の会計処理 

⑹ 注記 

17．研究開発費とソフトウェア 

⑴ 研究開発費とソフトウェアの意義 

⑵ 研究開発費の会計処理 

⑶ ソフトウェアの会計処理 

受注制作 市場販売目的 自社利用 

期末評価 

⑷ 財務諸表における表示と注記 

18．固定資産の減損 

⑴ 減損の意義 

⑵ 減損の兆候と認識 

⑶ 減損損失の測定 

回収可能価額 使用価値 正味売却価

額 

⑷ 減損損失の配分 

⑸ 資産のグルーピング 

キャッシュ・フロー生成単位 共用資産 

のれん 
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⑹ 財務諸表における表示と注記 

19．法人税等 

⑴ 税金の意義と種類 

所得課税 外形標準課税 

⑵ 税効果会計の仕組み 

税金の期間配分 繰延法 資産負債法 

⑶ 一時差異等 

一時差異 繰越欠損金等 

⑷ 繰延税金資産及び繰延税金負債の認識

と測定 

⑸ 財務諸表における表示と注記 

法人税等と法人税等調整額 繰延税金

資産及び繰延税金負債の相殺表示 注

記 

20．連結財務諸表 

⑴ 連結財務諸表の意義と目的 

親会社説と経済的単一体説 少数株主

持分 

⑵ 連結の範囲 

子会社 関連会社 

⑶ 個別財務諸表の修正 

会計処理の統一 子会社の資産及び負

債の時価評価 

⑷ 連結貸借対照表 

投資と資本の相殺 のれん（連結調整勘

定） 段階取得 子会社株式の一部売却 

子会社増資 債権債務の相殺 

⑸ 連結損益計算書 

内部取引高の相殺消去 未実現利益の

消去 税効果会計 

⑹ 持分法 

⑺ 連結株主資本等変動計算書 

⑻ 連結キャッシュ・フロー計算書 

⑼ 注記 

関連当事者間取引の開示 セグメント

情報の開示 

21．企業結合と事業分離 

⑴ 企業結合の意義 

⑵ パーチェス法と持分プーリング法 

判定基準 

⑶ パーチェス法による会計処理 

時価評価 のれん 資本構成 

⑷ 持分プーリング法による会計処理 

⑸ 共通支配下の企業結合 

⑹ 事業分離の会計処理 

⑺ 注記 

22．外貨換算 

⑴ 外貨換算の意義 

⑵ 外貨建取引の換算 

⑶ 外貨建資産・負債の換算 

外貨建金銭債権債務 外貨建有価証券 

換算差額の処理 

⑷ 外貨表示財務諸表の換算 

換算方法 換算差額の処理 

⑸ 在外支店の財務諸表項目の換算 

資産・負債の換算 収益・費用の換算 

換算差額の処理 

⑹ 在外子会社等の財務諸表項目の換算 

資産・負債の換算 収益・費用の換算 

換算差額の処理 

⑺ 注記 

23．中間財務諸表 

⑴ 中間財務諸表の意義と種類 

半期報告書 四半期報告書 中間連結

財務諸表 

⑵ 中間財務諸表の目的と作成方法 

実績主義 予測主義 

⑶ 中間財務諸表の注記 

 

管理会計論 
管理会計論の分野には、原価計算と管理会計が含まれている。原価計算は、材料、仕掛品及び製

品等の棚卸資産評価並びに製品に関する売上原価の計算について出題する。また、管理会計は、利

益管理、資金管理、戦略的マネジメント等を含み、会計情報等を利用して行う意思決定及び業績管

理に関連する内容について出題する。 

Ⅰ 製品原価計算に関する領域 

１．原価計算の基礎知識 

⑴ 原価計算の意義と目的 

⑵ 原価の意義と種類 

２．実際原価計算 

⑴ 費目別の計算 

⑵ 製造間接費の計算 

⑶ 単純個別原価計算と単純総合原価計

算の流れ 

３．部門別個別原価計算 

⑴ 原価部門の意義 

⑵ 部門個別費と部門共通費 

⑶ 補助部門費の製造部門への配賦 

⑷ 製造部門費の製品への配賦 

⑸ 製造間接費の配賦基準 

⑹ 予定配賦 

⑺ 仕損の処理 

４．活動基準原価計算（ABC） 

⑴ 活動基準原価計算の意義と目的 

⑵ 活動基準原価計算の計算原理 

５．単純総合原価計算 

⑴ 月末仕掛品の評価 

⑵ 仕損・減損・作業屑の処理 

６．工程別単純総合原価計算 
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７．その他の総合原価計算 

⑴ 組別総合原価計算 

⑵ 等級別総合原価計算 

⑶ 連産品の原価計算 

８．標準原価計算 

⑴ 標準原価計算の意義 

⑵ 標準原価と原価標準 

⑶ 標準原価差異の算定と分析 

９．直接原価計算 

⑴ 直接原価計算の意義 

⑵ 原価態様 

⑶ 直接原価計算の計算原理 

Ⅱ 会計情報等を利用した意思決定及び業績

管理に関する領域 

１．管理会計の基礎知識 

⑴ 管理会計の意義と目的 

⑵ 管理会計の領域 

２．戦略遂行のための管理会計とマネジメン

ト・コントロール 

⑴ バランスト・スコアカードの意義 

⑵ バランスト・スコアカードの構造 

⑶ 戦略的収益性分析 

⑷ 非財務指標を利用した業績評価と報

酬制度 

３．財務情報分析 

⑴ 財務情報分析の意義と種類 

⑵ 収益性分析 

⑶ 安全性分析 

⑷ 生産性分析 

⑸ 成長性分析 

⑹ キャッシュ・フロー分析 

⑺ 企業価値の評価 

４．短期利益計画のための管理会計 

⑴ 短期利益計画の意義 

⑵ CVP 分析 

⑶ 原価予測 

５．予算管理と責任会計 

⑴ 予算管理の意義と機能 

⑵ 予算編成と予算統制 

⑶ 責任会計 

６．資金管理とキャッシュ・フロー管理 

⑴ 資金管理の意義 

⑵ 運転資金の管理 

⑶ 現金資金の管理 

⑷ キャッシュ・フロー管理 

７．差額原価・収益分析 

⑴ 差額原価・収益の意義 

⑵ 差額原価・収益分析の手法 

８．設備投資の経済性計算 

⑴ 設備投資の経済性計算の意義 

⑵ 設備投資の経済性計算の手法 

⑶ リアル・オプションの意義と概要 

９．活動基準原価管理と活動基準予算 

⑴ 活動基準原価管理の意義 

⑵ 活動基準原価管理のプロセス 

⑶ 活動基準予算の意義 

10．生産・在庫管理のための管理会計 

⑴ JIT 会計の意義と目的 

⑵ バックフラッシュ・コスティングの意

義と目的 

⑶ スループット会計の意義と目的 

⑷ サプライ・チェーン管理会計の意義と

目的 

11．原価管理 

⑴ 原価企画の意義 

⑵ 原価企画のプロセス 

⑶ 原価維持 

⑷ 原価改善 

12．品質管理会計 

⑴ 品質管理会計の意義 

⑵ 品質管理会計のプロセス 

13．グループ経営と分権組織の管理会計 

⑴ 分権化と管理会計の関連 

⑵ 事業部制会計とカンパニー制会計 

⑶ グループ経営のための管理会計の意

義 

 

監 査 論 
監査論の分野には、公認会計士による財務諸表の監査を中心とした理論、制度及び実務が含まれ

る。ただし、財務諸表の監査の制度的延長に中間財務諸表の中間監査があり、さらに、より大きな

概念枠としては保証業務があるので、これらも出題の範囲とする。 

また、企業会計審議会が公表した監査基準は公認会計士による監査の中心的規範として出題範囲

となるが、あわせて監査基準の理解ないし解釈上必要な場合には、日本公認会計士協会の実務指針

等も適宜出題の範囲とする。さらに、公認会計士による財務諸表の監査に係る諸基準や諸法令に関

する知識のみならず、それらの背景となる監査の理論や考え方、監査人としての職業倫理、関連概

念や制度（内部監査、監査役監査など）の概要も公認会計士による財務諸表の監査の性格を理解す

るうえで出題の範囲とする。 

１．公認会計士監査の基礎概念 

⑴ 公認会計士監査の定義（定義をめぐる内

部監査等の周辺概念との関係も含む。）、及

び基礎的理論 

⑵ 公認会計士監査の役割と機能（監査基準

における「監査の目的」、及び不正・違法
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行為の発見、虚偽表示の発見等に関する公

認会計士監査の基本機能とその限界につ

いての理解も含む。） 

⑶ 監査人の責任と経営者の責任（二重責任

の原則） 

⑷ 監査人としての要件及び職業倫理（監査

基準及び公認会計士法を中心とした職業

資格、専門的能力、公正不偏性、独立性、

職業的懐疑心、守秘義務などの諸概念及び

考え方、並びにこれらを理解するうえで必

要な範囲で、日本公認会計士協会の倫理規

則。) 

⑸ 監査制度の一般的な意義（コーポレー

ト・ガバナンスとの関係、資本市場におけ

る財務内容開示制度と監査制度との関係、

並びに監査制度の変遷も含む。） 

２．公認会計士法 

⑴ 公認会計士法の意義と体系 

⑵ 公認会計士制度 

⑶ 公認会計士の義務と責任 

⑷ 監査法人制度 

⑸ 公認会計士・監査審査会の目的と役割 

３．証券取引法監査制度 

⑴ 証券取引法監査制度の意義と目的 

⑵ 有価証券届出書・目論見書の開示制度と

公認会計士監査制度との関係 

⑶ 有価証券報告書・半期報告書の開示制度

と公認会計士監査制度との関係 

⑷ 証券取引法のもとでの監査人の権限と

責任等 

⑸ 監査証明府令に基づく監査人の監査報

告書 

４．会社法監査制度 

⑴ 会社法監査制度の意義と目的 

⑵ 会社法及び関係法令に基づく監査制度

（監査役・監査役会・監査委員会制度も含

む。） 

⑶ 会社法及び関係法令に基づく会計監査

人の権限と責任等 

⑷ 会社法及び関係法令に基づく会計監査

人の監査報告書 

５．財務情報等に係る保証業務 

 ⑴ 保証業務の意義と定義 

⑵ 保証業務の要素 

① 保証業務の当事者 

② 保証業務の主題 

③ 保証業務の規準 

④ 保証業務の証拠 

⑤ 保証業務の報告書 

６．監査基準（監査基準の意義、監査の目的、

及び一般基準関係) 

⑴ 監査基準の意義（監査基準の意味、役割、

歴史的経緯、監査制度との関係、監査基準

の構成等も含む。） 

⑵ 監査の目的 

⑶ 一般基準の内容 

① 監査人としての専門的能力を保持、向

上させることの意義 

② 公正不偏の態度と独立性の維持を謳

うことの意義 

③ 監査人としての正当な注意の意義、及

び職業的懐疑心を持って監査にあたる

ことの意義 

④ 不正・違法行為等に起因する虚偽の表

示と監査人の責任の関係 

⑤ 監査人が監査調書を記録し、保持する

ことの意義  

⑥ 監査業務全般に係る監査事務所とし

ての品質管理の意義 

⑦ 個々の監査業務に係る品質管理の意

義 

⑧ 監査人が守秘義務に従うことの意義 

７．監査基準（実施基準関係） 

⑴ 基礎的諸概念（監査要点、監査証拠、監

査計画、監査上の重要性、試査、内部統制、

監査リスク、統制評価手続、分析的手続、

実査・立会・確認等の主要な実証手続、監

査調書等、実施基準を理解する上で必要と

される基礎的な用語や概念も含む。） 

⑵ 実施基準の内容 

① リスク・アプローチに基づく監査実務

の体系と性格、及び監査計画策定との関

係 

② 事業上のリスクを含む、企業の事業内

容や経営環境を理解する目的と意義 

③ 内部統制の評価と監査計画との関係 

④ 監査要点に適合した監査証拠の入手

の意味 

⑤ 監査上の重要性と基準値の設定との

関係 

⑥ 重要な虚偽表示のリスク（固有リス

ク・統制リスク）の評価の方法 

⑦ 財務諸表全体に関係する重要な虚偽

表示のリスクの評価と対応 

⑧ 発見リスクの決定と実証手続の選 

択・適用の意味 

⑨ 不正及び誤謬による重要な虚偽の表

示の可能性の評価の意味 

⑩ 会計上の見積りや収益の認識等、特別

な検討を必要とするリスクの意味と監

査リスクの評価との関係 

⑪ 企業の情報技術が監査に及ぼす影響

を検討する意味 

⑫ 他の監査人の監査結果の利用の意義

と監査意見との関係 

⑬ 専門家の業務の利用の意義と監査意
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見との関係 

⑭ 内部監査の理解とその利用の意味 

⑮ 監査役等とのコミュニケーションの

目的と意義 

⑯ 経営者による確認書の目的と意義 

⑰ 継続企業の前提に関する疑義を検討

する意味 

８．監査基準（報告基準関係） 

⑴ 基礎的諸概念（適正性の判断、監査報告

書、監査意見と監査証拠及び合理的基礎の

関係等、報告基準を理解する上で必要とさ

れる基礎的な用語や概念を含む。） 

⑵ 報告基準の内容 

① 監査報告書の標準的書式と記載事項

の意味 

② 適正意見の意味 

③ 監査意見の種々の形態と記載方法 

④ 意見に関する除外事項の意味 

⑤ 監査範囲に関する除外事項の意味 

⑥ 継続企業の前提に関する疑義の存在

と監査意見の関係 

⑦ 追記情報（後発事象、偶発事象、会計

方針の変更などの概念と意味も含む。）

の意義と役割 

⑧ 意見表明に関する審査の必要性 

９．中間監査基準 

⑴ 中間監査の目的 

⑵ 実施基準及び報告基準の内容 

① 中間監査リスクと財務諸表の監査に

係る監査リスクとの関係 

② 中間監査における重要性の考え方 

③ 中間監査の監査手続の内容 

④ 中間財務諸表が有用に表示している

旨の意見の意味 

⑤ 中間監査報告書の標準的書式と記載

事項の意味 

⑥ 中間監査に係る意見の種々の形態と

記載方法 

⑦ 継続企業の前提に関する疑義の存在

と中間監査の監査手続及び意見の関係 

⑥ 中間監査に係る追記情報（後発事象、

偶発事象、会計方針の変更などの概念

と意味も含む。）の意義と役割 

10. 品質管理基準 

⑴ 品質管理基準の意義と体系 

⑵ 品質管理の目的 

⑶ 品質管理のシステムの構成（責任、職業

倫理及び独立性、監査契約の新規の締結と

更新、監査実施者の採用・教育・訓練・評

価及び選任、業務の実施、品質管理のシス

テムの監視） 

⑷ 監査事務所間の引継 

⑸ 共同監査 

 

企 業 法 

企業法の分野には、実質的意義における会社法と商法（総則、商行為を中心とする。）、証券取引

法（企業内容等の開示に関する部分に限る。）及び監査を受けるべきこととされている組合その他

の組織に関する法が含まれる。 

会社法に関しては、これまでの改正前の商法典第二編会社と同様の制度・規定を中心として出題

する。会社法における規制緩和の理由と規制緩和で守られていた利益がどのように保護されている

のかということと、規制緩和の態様として従来の規制の削除・規制要件の緩和・選択肢の拡大・定

款自治の拡大といったものの理解を問う。 

証券取引法ついては、企業内容等の開示に関する第 2章を中心として出題する。ただし、特定有

価証券については、当分の間出題範囲から除外する。総則及び監査証明並びに開示に関する民事責

任、刑事責任及び行政処分(課徴金制度を含む。)は出題の範囲とする。さらに、公開買付けに関す

る第 2 章の 2、株券等の大量保有の状況に関する第 2 章の 3 及び開示用電子情報処理組織に関する

第 2章の 4についても出題の範囲とする。 

また、監査を受けるべきこととされている組合その他の組織に関する法については、当分の間出

題範囲から除外する。 

なお、会社法、商法及び証券取引法の出題における主たる論点は、以下のとおりとする。 

１. 会社法 

 ⑴ 総則 

      会社の意義 会社の種類 会社の商号 

会社の事業譲渡  会社の使用人   

⑵ 法人 

法人の権利能力 法人格否認の法理  

株式会社における債権者保護 

⑶ 株式 

株式の意義と種類 資金調達の多様性

確保のための株式 株式会社の多様性

確保のための株式の種類 Ｍ＆A におけ

る多様な株式の利用 新株予約権 株

式の単位・単元株 株式の分割 投下資

本の回収 自己株式 株主名簿の意義        

⑷ 社債  

⑸  株式会社の設立 
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多様な株式会社の設立方法 健全な会

社の設立の確保  

⑹ 株式会社の機関 

多様な機関構成 所有と経営の分離   

株主総会の意義・権限 株主総会の招集

手続・瑕疵  種類株主総会 株主の権利

株式会社における監督制度と監査制度

株主総会と取締役会の多様性 監査役

設置会社と委員会設置会社の相違 委

員会設置会社における取締役会と執行

役 会計参与 監査役・監査役会と監査

委員会との相違 会計監査人  

⑺  役員の責任 

経営責任と法的責任 民事責任（対会社

と対第三者） 

⑻ 組織再編と企業結合 

組織再編手段の多様性 会社分割 組

織変更 企業結合手段 完全親会社・子

会社 事業持株会社と純粋持株会社 

親子会社の問題点  

⑼ 計算等 

計算規程の意義と証券取引法 計算規

程における株主保護と債権者保護 資

本減少 

⑽ 組織変更等 

  定款変更 組織変更 解散と清算 外

国会社 国際会社法 解散命令 会社

訴訟   

２．商法 

 法例 商人 商業登記 商号 商業帳

簿 商業使用人 代理商  

３. 証券取引法  

⑴ 企業内容等の開示 

⑵ 公開買付けに関する開示 

⑶  株券等の大量保有の状況に関する開示 

⑷ 開示用電子情報処理組織による手続き 

⑸ 開示に関する責任 

民事責任 刑事責任 行政処分 

 

租 税 法 

租税法の分野には、租税法総論及び法人税法、所得税法などの租税実体法が含まれる。 

租税実体法については、法人税法を中心として、所得税法、消費税法の構造的理解を問う基礎的

出題とする。また必要に応じ、これらに関連する租税特別措置法、並びに法令の解釈・適用に関す

る実務上の取り扱いを問う。ただし、国際課税（例えば、非居住者の所得に関連する事項、タック

スヘイブン税制、移転価格税制、過少資本税制など）、組織再編成に関する税制及び連結納税制度

については、当分の間出題範囲から除外する。 

また、相続税法、租税手続法、租税訴訟法及び租税罰則法については、当分の間出題範囲から除

外する。 

なお、法人税法、所得税法及び消費税法の出題における主たる論点は、以下のとおりとする。 

１．租税法総論 

⑴ 租税法の基本原則 

租税法律主義 租税公平主義  

 ⑵ 租税法の解釈と適用 

   租税法と私法 租税回避 信義則 仮

装行為 

２．法人税法 

⑴ 納税義務者 

⑵ 課税所得の計算 

① 課税所得の計算と企業会計 

課税所得の計算と企業会計の関係 

確定決算主義 

② 資本等取引 

③ 益金の額の計算 

資産の販売 資産の譲渡または役務

の提供 無償取引 受取配当金 資

産の評価益 など 

④ 損金の額の計算 

売上原価 販売費及び一般管理費 

損失 資産の評価損 給与等 保険

料 寄付金 交際費 租税公課 貸

倒損失 圧縮記帳 引当金・準備金 

など 

⑤ 特殊取引等 

長期割賦販売 長期請負工事 リー

ス 有価証券の時価評価損益 デリ

バティブ取引 外貨建取引の換算 

ストックオプション ヘッジ処理 

など 

⑶ 同族会社 

同族会社の判定 同族会社の行為計算

の否認 留保金課税 

⑷ 欠損金と税額の計算 

欠損金の取扱い 税額控除 税額計算

の手順 

⑸ 申告 

青色申告 更正と決定 清算所得の申

告 

⑹ 納税・還付等 

３．所得税法 

⑴ 納税義務者と課税所得の範囲 

⑵ 各種所得の帰属と金額の計算 

利子所得 配当所得 不動産所得 事

業所得 給与所得 退職所得 山林所
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得 譲渡所得 一時所得 雑所得 

⑶ 損益通算と損失の繰越控除 

⑷ 所得控除 

⑸ 税額の計算 

⑹ 申告・納税・還付等 

⑺ 源泉徴収 

４．消費税法 

⑴ 課税の対象と課税期間 

  課税業者 非課税業者 

⑵ 納税義務者 

⑶ 課税標準と税率 

⑷ 税額控除等 

⑸ 申告・納税・還付等 

 

経 営 学 
経営学の分野には、経営管理と財務管理が含まれる。経営管理は、経営管理の基礎及び経営管理

の個別領域のうち、経営戦略、経営計画、経営組織、動機づけ・リーダーシップ、経営統制を出題

範囲とする。また、財務管理については、資本調達形態、投資決定、資本コスト、資本構成、配当

政策、運転資本管理、企業評価と財務分析、資産選択と資本市場、デリバティブを出題範囲とする。

なお、生産管理、販売管理及び労務・人事管理は、当分の間出題範囲に含めない。 

Ⅰ 経営管理 

１．経営管理の基礎 

⑴ 管理過程としての経営管理 

⑵ 全般的経営管理 

⑶ トップ・マネジメントの役割 

⑷ トップ・マネジメントのリーダーシッ

プ 

⑸ 経営（企業）理念 

⑹ 経営環境と企業の社会的責任 

⑺ 日本の経営管理 

⑻ グローバル経営管理 

２．経営戦略 

⑴ 企業戦略 

⑵ 多角化戦略  

⑶ 事業戦略（競争戦略） 

⑷ 製品戦略（マーケティング戦略） 

⑸ 研究開発戦略  

⑹ 垂直統合戦略 

⑺ 合併・買収（M&A）戦略 

⑻ 戦略的提携 

⑼ 経営資源  

⑽ グローバル戦略 

３．経営計画 

⑴ 経営戦略と経営計画 

⑵ 経営計画（長期・中期・短期等） 

４．経営組織 

⑴ 経営戦略と経営組織 

⑵ 組織目標 

⑶ 組織構造（形態）と組織デザイン 

⑷ 組織と環境 

⑸ 組織の成長（発展）と組織革新 

⑹ 組織学習 

⑺ 組織（企業）文化 

⑻ 組織間関係 

５．動機づけ・リーダーシップ 

⑴ 組織均衡 

⑵ 動機づけ（モチベーション） 

⑶ ミドル・現場リーダーのリーダーシッ

プ 

６．経営統制 

⑴ 内部統制と外部統制 

⑵ コーポレート・ガバナンス 

⑶ コンプライアンス 

Ⅱ 財務管理 

１．資本調達形態 

⑴ 株主資本調達 

⑵ 負債による資金調達  

⑶ 新株予約権の利用 

２．投資決定 

⑴ 投資とキャッシュ・フロー 

⑵ 投資案の評価方法  

⑶ 税制の影響 

３．資本コスト 

⑴ 源泉別資本コスト 

⑵ 加重平均資本コスト 

⑶ 税制の影響 

４．資本構成 

⑴ レバレッジ効果と財務リスク 

⑵ 資本構成と企業価値－MM理論 

⑶ 資本構成に影響する要因 

⑷  企業価値とガバナンス 

５．配当政策 

⑴ 配当と企業価値－MM理論 

⑵ 情報の非対称性、市場の不完全性と配

当政策 

⑶ 自社株取得  

６．運転資本管理 

⑴ 流動資産管理 

⑵ 流動負債管理 

⑶ デリバティブの利用 

７．企業評価と財務分析  

⑴  収益性分析 

⑵ 成長性分析  

⑶ キャッシュ・フロー分析 

  ⑷ 安全性分析 

８．資産選択と資本市場 
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⑴ 最適ポートフォリオ選択 

⑵ 資本資産評価モデル（CAPM） 

⑶ マルチファクター・モデル 

９．デリバティブ 

⑴ 先渡しと先物 

⑵ オプション 

⑶ スワップ取引 

⑷ リアル・オプション 

 

経 済 学 
経済学の分野には、ミクロ及びマクロの基礎的な経済理論に加え、企業等の意思決定に役立つ応

用理論が含まれる。 

Ⅰ ミクロ経済学 

１．市場と需要・供給 

⑴ 需要曲線と供給曲線 

⑵ 市場均衡 

⑶ 比較静学 

⑷ 均衡の安定性 

⑸ 価格弾力性 

２．消費者と需要 

⑴ 無差別曲線 

⑵ 限界代替率 

⑶ 代替財・補完財 

⑷ 効用最大化 

⑸ 上級財・下級財 

⑹ 奢侈品・必需品 

⑺ 所得弾力性 

⑻ ギッフェン財 

⑼ 所得効果と代替効果 

３．企業と生産関数・費用関数 

⑴ 限界費用 

⑵ 平均費用 

⑶ 利潤最大化 

⑷ 損益分岐点・操業停止点 

⑸ 限界生産物・平均生産物 

⑹ 生産要素の需要 

４．市場の長期供給曲線 

⑴ 短期と長期の費用曲線 

⑵ 規模に関する収穫 

⑶ 産業の長期均衡 

⑷ 費用一定産業・費用低減産業・費用逓

増産業 

５．完全競争市場 

⑴ 完全競争の条件 

⑵ 一般均衡モデル 

６．厚生経済学 

⑴ 消費者余剰と生産者余剰 

⑵ 課税の効果 

⑶ パレート最適 

⑷ 厚生経済学の基本定理 

７．不完全競争市場 

⑴ 市場構造の分類 

⑵ 限界収入 

⑶ 独占企業の利潤最大化 

⑷ 独占度 

⑸ 自然独占 

⑹ 複占モデル 

⑺ 独占的競争 

８．市場の失敗 

⑴ 外部性 

⑵ 公共財 

９．不確実性と情報 

⑴ レモン市場 

⑵ モラルハザード 

⑶ 逆選択 

10．ゲーム理論 

⑴ 囚人のジレンマ 

⑵ ナッシュ均衡 

⑶ 展開型ゲーム（ゲームの樹） 

11．異時点間の資源配分 

⑴ ２期間の貯蓄と消費の選択 

⑵ 割引現在価値 

⑶ 時間選好率 

12．国際貿易 

⑴ リカード・モデル 

⑵ ヘクシャー＝オリーン・モデル 

⑶ 関税の効果 

Ⅱ マクロ経済学 

１．国民所得 

⑴ GDP 統計 

⑵ 三面等価の原則 

⑶ 名目値と実質値 

⑷ 物価指数 

⑸ 産業連関表 

２．国民所得の決定 

⑴ 有効需要の原理 

⑵ 45 度線モデル 

⑶ 乗数効果（政府支出乗数、租税乗数、

均衡予算乗数の定理） 

⑷ インフレギャップ・デフレギャップ 

３．IS-LM モデル 

⑴ IS-LM モデル 

⑵ 国民所得と利子率の決定 

⑶ 財政政策の効果 

⑷ クラウディング・アウト 

⑸ 金融政策の効果 

⑹ 流動性のワナ 

４．消費と貯蓄の理論 

⑴ 限界消費性向と平均消費性向 

⑵ 消費関数（ケインズ型消費関数、恒常
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所得仮説、ライフサイクル仮説 等） 

⑶ 流動性制約 

⑷ 日本の貯蓄率 

⑸ 遺産動機 

５．貨幣需要と貨幣供給 

⑴ 貨幣の機能 

⑵ 貨幣の概念 

⑶ 貨幣数量説 

⑷ 流動性選好理論 

⑸ マネーサプライ・ハイパワードマネー 

⑹ 金融政策の手段 

６．投資理論 

⑴ 資本の限界効率 

⑵ 資本の使用者費用 

⑶ 資本ストック調整原理 

⑷ トービンのＱ 

⑸ 流動性制約と投資 

⑹ 在庫投資 

７．労働市場 

⑴ ケインズの失業理論（名目賃金の硬直

性、非自発的失業） 

⑵ 古典派の雇用理論 

⑶ 摩擦的失業 

⑷ 日本の失業率 

８．経済政策の有効性 

⑴ 総需要曲線 

⑵ 総供給曲線 

⑶ 物価水準の決定 

⑷ 景気循環の考え方 

⑸ ルーカス批判 

⑹ ルールと裁量 

⑺ 財政赤字と国債 

⑻ リカードの等価定理 

９．インフレーションと期待 

⑴ フィリップス曲線 

⑵ 合理的期待形成仮説 

⑶ 適応的期待形成仮説 

⑷ 財政金融政策の効果 

⑸ インフレのコスト 

⑹ デフレのコスト 

10．経済成長理論 

⑴ 均衡成長の条件 

⑵ 新古典派経済成長モデル 

⑶ 技術進歩 

⑷ 黄金律 

⑸ 成長会計 

11．国際収支 

⑴ 国際収支表 

⑵ 為替レートの決定 

⑶ アブソープション・アプローチ 

⑷ IS バランス・アプローチ 

12．国際マクロ 

⑴ 海外部門を考慮した 45度線モデル 

⑵ マンデル＝フレミング・モデル 

⑶ 財政・金融政策の効果 

⑷ 購買力平価説 

 

民   法 

  民法の分野には、取引の主体に関する諸規定を定めた領域（法人等）、取引の有効、無効に関す

る諸規定を定めた領域（法律行為）などに代表される民法典の総則部分、物の移動（物権の変動）

に関する諸規定等を定めた領域（物権法）や債権の保全に関する領域（担保物権）、取引上生じる

債権や債務に関する諸規定を定めた領域（債権法）がある。債権法には、契約に関する規定を定め

る領域（契約法）や不法行為に代表される法定債権関係といわれる領域（不法行為・事務管理・不

当利得）が含まれる。 
これらの財産法（民法第１編［総則］、同第２編［物権］、同第３編［債権］）の領域及び関連す

る特別法を出題範囲とする。関連する特別法とは、借地借家法、消費者契約法、利息制限法、仮登

記担保契約に関する法律とする。 
なお、家族法に関する領域（民法第４編［親族］、同５編［相続］）については、当分の間出題範

囲から除外する。 

１．民法総論 
⑴ 民法における基本原則 

    私的自治の原則 契約自由の原則 所有

権絶対の原則 過失責任主義 
⑵ 民法と一般条項 

   信義誠実の原則 権利濫用の禁止 公序

良俗規定 
２．民法総則 

⑴ 取引の主体に関する諸規定を定めた領

域（法人等） 
   法人の種類 権利能力なき社団・財団 

法人の権利能力・行為能力 法人の不法

行為能力 
⑵ 法律行為の有効・無効に関する諸規定を

定めた領域(法律行為)  
心裡留保  通謀虚偽表示 錯誤  詐欺・

強迫 
⑶ 代理制度 

   代理の種類 自己契約と双方代理 表見

代理 無権代理 
⑷ 条件・期限 

   条件の種類 期限の種類 期限の利益と
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その喪失 
⑸ 権利行使の時間的制限（時効制度） 

        時効の存在意義  時効の援用  時効の

中断 取得時効 消滅時効 除斥期間 
３．物権・担保物権 

⑴ 物権の変動 
    物権法定主義 物権の変動と対抗要件 

登記制度 
⑵  占有権・所有権 

占有権の意義   即時取得   占有訴権  
所有権の内容  所有権の効力(物権的請

求権) 所有権の取得 共有 
⑶ 用益物権 

   地上権 地役権  
⑷ 法定担保物権 

   留置権 先取特権（一般の先取特権、動

産の先取特権、不動産の先取特権） 
⑸ 約定担保物権 

   質権（動産資、債権質） 抵当権・根抵

当権 
⑹ 非典型担保 

   譲渡担保 仮登記担保 
４．債権 

⑴ 債権の種類 
特定物債権 種類債権 金銭債権 選択

債権 
⑵ 債権の効力（債務不履行責任等） 

   債務不履行の種類（履行遅滞、履行不能、

不完全履行） 受領遅滞 履行の強制 

債務不履行による損害賠償 損害賠償

の範囲 過失相殺 金銭債務の特則 賠

償額の予定 
⑶  債権者代位権・債権者取消権 

     債権者代位権  債権者取消権 
５．多数当事者の債権・債務 

⑴ 分割債権・分割債務 
   分割債権関係 分割債務関係 
⑵ 不可分債権・不可分債権 

 ⑶ 連帯債務 
    連帯債務の意義 連帯債務における絶対

的効力と相対的効力 
⑷ 保証・連帯保証 

   保証契約 連帯保証契約 
⑸ 債権譲渡 

６．債権の消滅 
⑴ 弁済・代物弁済 
⑵ 弁済による代位 
⑶ 相殺 
⑷ 更改・免除 

７．契約 
⑴ 契約の成立 
⑵ 契約の効力 
 同時履行の抗弁権 危険負担 

⑶ 契約の解除 
      履行遅滞と解除 履行不能と解除 不完

全履行と解除 継続的契約関係の場合の

解約（告知）  解除の効果 
⑷ 典型契約 

   贈与  売買  交換  消費貸借 使用貸借 

賃貸借 雇用 請負 委任 寄託 組合 終
身定期金  和解 

８．法定債権関係 
⑴ 事務管理 
⑵ 不当利得 
⑶ 不法行為 

      損害賠償の範囲  責任無能力者の監督義

務者の責任  使用者責任  工作物責任 

共同不法行為 不法行為に基づく損害賠

償請求権の消滅時効 過失相殺 
   

   

統 計 学 
統計学の分野には、記述統計とデータ解析、確率、推測統計、相関・回帰分析の基礎が含まれる。

Ⅰ 記述統計と確率 

１．記述統計 

⑴ 度数分布表とヒストグラム 

⑵ 平均、分散、標準偏差、変動係数 

⑶ 分位点、中央値、四分位 

⑷ 位置の尺度の性質と比較 

⑸ 散布図、共分散、相関係数 

⑹ ローレンツ曲線、ジニ係数 

⑺ 時系列データと移動平均 

⑻ 価格指数、数量指数 

２．確率 

⑴ 事象と確率空間 

⑵ 同時確率、周辺確率、条件付確率 

⑶ 事象の独立性 

⑷ ベイズの定理 

⑸ 基本的な確率の計算 

⑹ 独立性 

⑺ ランダムウォーク 

３．確率分布と期待値 

⑴ 離散型確率変数と連続型確率変数 

⑵ 確率関数、確率密度関数、分布関数 

⑶ 同時分布、周辺分布、条件付分布 

⑷ 期待値と積率（モーメント） 

 ⑸ 独立性、条件付期待値 

  ⑹ 分散、標準偏差、歪度、尖度  

 ⑺ 共分散と相関係数 

  ⑻ 事前分布と事後分布 

４．さまざまな確率分布 
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⑴ 二項分布 

⑵ 超幾何分布、ポアソン分布などの離散

分布 

⑶ 正規分布 

⑷ カイ二乗分布 

⑸ ｔ分布、Ｆ分布、ベータ分布 

⑹ 対数正規分布などの連続分布 

Ⅱ 推測統計と回帰分析 

１．母集団と標本 

⑴ 有限母集団と無限母集団 

⑵ 復元抽出と非復元抽出 

⑶ 層別抽出、多段抽出などの抽出法 

⑷ 標本誤差と非標本誤差 

⑸ 大数の法則 

 ⑹ 中心極限定理 

 ⑺ 実験計画の考え方 

２．推定 

⑴ 統計量、推定量 

⑵ 不偏性、一致性 

⑶ 漸近正規性 

⑷ 最良（線形）不偏推定量 

⑸ 頑健な推定量 

⑹ ベイズ決定理論 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．区間推定 

⑴ 信頼係数と信頼区間 

⑵ 平均に関する区間推定 

⑶ 比率に関する区間推定 

⑷ 分散に関する区間推定 

４．仮説検定 

⑴ 帰無仮説と対立仮説、二種類の過誤 

⑵ 有意水準、Ｐ値 

⑶ 片側検定と両側検定 

⑷ 平均に関する検定 

⑸ 比率に関する検定 

⑹ 分散の検定 

⑺ 分散比の検定 

⑻ 分割表におけるカイ二乗検定 

５．関係の分析 

⑴ 無相関性の検定 

⑵ 回帰モデル（単回帰と重回帰） 

⑶ 最小二乗法とガウス・マルコフの定理 

⑷ 外れ値と頑健な推定法 

 ⑸ 係数の有意性検定（ｔ検定、Ｆ検定） 

⑹ 決定係数、重相関係数、共線性   

 ⑺ １元・２元配置分散分析とＦ検定 

  ⑻  共分散分析とダミー変数 
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